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２Ｃ０１ 
経済的ショックにおける産学連携への影響 
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E-mail: sumikura@grips.ac.jp 

 
 
1. イントロダクション 
日本における産学連携活動は、1998 年の大学等技術移転促進法の施行、2004 年の国立大学法人化と

それに伴う学内組織としての大学知的財産本部の設置などを経て、組織的・制度的な整備が進められて
きた[1]。このような中で、大学と民間企業の共同研究プロジェクトが多数実施されており、文献[1]の
p.16 には、「民間企業との共同研究についてみてみると、実施件数、受入金額ともに 2008 年から 2009

年にかけてごく僅かに減少したものの、ほぼ一貫して増加傾向にある。」と記載されている。大阪大学
と中外製薬の産学共同研究により日本初の抗体医薬であるアクテムラが生み出された例に見られるよ
うに[2]、大きな経済的・社会手系インパクトにつながるものもある。しかしながら、大学と企業の研究
者による共著論文（産学連携論文）の数について、1998 年から 2005 年までの伸び率を国際比較してみ
ると、日本の伸び率はほぼ 0 であり、調査対象となった 35 か国中で下から 3 番目となっている（文献
[3]の p.216 の Fig.4）。 

2020 年には新型コロナウイルス感染が世界中で拡大し、これを契機として世界的経済危機が生じる
ことが危惧されている。この影響は人間社会におけるさまざまな側面に及ぶものと想定される。本研究
では、経済的ショックが生じた状況下で産学連携、特に大学と企業との間の共同研究にどのような影響
がもたらされるのかにフォーカスし、検討を進める。 

経済的ショックが局所的でなく世界的規模で生じた過去の例として、2008 年 9 月の、リーマン・ブ
ラザーズの経営破綻に端を発する国際金融危機、いわゆるリーマン・ショックを挙げることができる。
その際に、日本の大学と企業の共同研究にどのような影響が生じたかを振り返ることにより、COVID-19

に端を発する経済的ショックの中で、今後の政策立案に有益な知見が得られるものと期待される。 

 

2. 先行研究と、本研究の課題 
リーマン・ショックの際に産学連携にどのような影響がもたらされたのかを分析した論文として、文

献[3]がある。この研究では、研究開発投資がなされてから産学連携論文が刊行されるまでのタイムラグ
を 3 年と定めた上で、ある国のある年の状態を分析単位として、推計を行っている。被説明変数は産学
連携論文数の伸び率であり、説明変数としては、その国・その年における、企業の研究開発投資額、大
学への企業からの研究開発投資額、大学への企業以外からの研究開発投資額、政府の研究開発投資額な
どを入れている。2008～2013 年のポスト・クライシスの状況下にあるか否かも、ダミー変数として説
明変数の一つとなっている。分析の結果、経済的ショックの後は産学連携論文の伸び率に負の影響がも
たらされることなどが示されている。 

 この研究はあくまでも国・年を分析単位としたものであるため、経済的ショックが生じたときにどの
ような大学に特に大きな影響がもたらされるのかといった知見を得ることは到底できない。そこで本研
究では、経済的ショックが生じたときに、企業から大学に支払われる共同研究費の金額がどのような変
化を示すかに着目し、大学ごとのデータを用いて分析を行う。 

 

3. 方法 
本研究では、文部科学省が実施している産学連携実施状況調査のデータを使用した。日本の各大学の、

国内企業からの共同研究受入額（直接経費＋間接経費）ならびに共同研究受入件数について、2006 年
度から 2018 年度までのデータ1を時系列に並べた。 

 

1 ブランクの扱いについては、2008 年度と 2009 年度の間を境として、その前後の共同研究受入額の変
化を見ることが主目的であるため、2008 年度と 2009 年度の共同研究受入額がブランクの大学は除外し
た。今回用いたデータセットの最初の年である 2006 年度の共同研究受入額がブランクの大学について
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ある大学に固有の事情による単年度の突発的な変化の影響を緩和するため、共同研究受入額と共同研
究受入件数については、3 年間の移動平均（2006 年度、2007 年度、2008 年度の素データの平均値が
2007 年度の値となる）をとり、以下の分析で用いた。 

なお、共同研究受入件数が少ない大学は、1 件の共同研究の増減による共同研究受入額の増減割合が
大きくなるため、この段階で、2008 年度の共同研究受入件数が 10 件未満の大学は除外した。 

これにより、116 大学2が分析対象となった。内訳は、国立大学 67、大学共同利用機関 3、公立大学
16、私立大学 30 である。 

以下では、日本の大学が国内企業から受け入れる共同研究受入額に対し、リーマン・ショックの前後
でどのような変化がもたらされたのかについて、結果を説明する。 

 

4. 結果と考察 
4.1 対象大学全体への影響 
図１は、各年の共同研究受入額の変遷について、分析対象となった 116 大学の平均値を算出してグラ

フにしたものである。3 年移動平均値を用いているため緩やかな変化となっており、2008 年から 2009

年にかけて値はほとんど変化していないように見える。その後、2011 年以降は一貫して金額が上昇傾
向にある。 

 大学単位で見ると、リーマン・ショックを機にどのような影響がもたらされたのだろうか。これにつ
いて検討するため、各大学の共同研究受入額について、2007 年度と比べた 2010 年度の増減（2010 年
度 / 2007 年度）を計算した。その結果、10%以上の減少となっていたのは 49 大学、10％未満の増減で
あったのは 30 大学、10%以上の増加となっていたのは 37 大学であった。 

 

4.2 国公私立大学への影響 
それでは次に、国立大学、公立大学、私立大学のそれぞれにおいて、どのような影響がもたらされた

のかを見てみることとする。図２は、国立大学（67 大学）、公立大学（16 大学）、私立大学（30 大学）
のそれぞれにおいて、それぞれのカテゴリーに属する大学のうち、2007 年度と比べた 2010 年度の共同
研究受入額が 10%以上減少したもの、10％未満の増減であったもの、10%以上増加したものの割合を示
したものである。 

共同研究受入額が減少した大学の割合は、私立大学よりも国公立大学で大きくなっている。増加した
大学の割合は、私立大学よりも国公立大学で小さくなっている。 

 

4.3 共同研究受入額の平均値の四分位ならびに八分位による分析 
各大学の、2007 年度から 2017 年度までの共同研究受入額の平均値を指標として、四分位ならびに八

分位による分析を行った。 

各大学の共同研究受入額について 2007 年度から 2017 年度までの平均値をとり、大きい順に 29 大学
ずつ並べると、上から順に XLarge, Large, Medium, Small の 4 つのグループができる。それぞれのグ
ループにおいて、各大学の共同研究受入額のリーマン・ショック前後の増減（2007 年度と比べた 2010

年度の増減）が、10%以上の減少となっていた大学、10％未満の増減であった大学、ならびに 10%以上
の増加となっていた大学の数を調べ、グラフとして示したのが図３(a)である。 

共同研究受入額が減少した大学の割合は、L のグループで大きくなっている。増加した大学の割合は、
M のグループで大きくなっている。 

八分位の分析は、下位の 4 つを除いた 112 大学について、8 つのグループに分けたものであり、それ
ぞれのグループを上から順に XL+, XL-, L+, L-, M+, M-, S+, S-とよぶ。それぞれのグループにおいて、
各大学の共同研究受入額のリーマン・ショック前後の増減（2007 年度と比べた 2010 年度の増減）が、
10%以上の減少となっていた大学、10％未満の増減であった大学、ならびに 10%以上の増加となってい
た大学の数を調べ、グラフとして示したのが図３(b)である。 

日本においてとりわけ活発な研究活動を行っているとされる、Research University 11（正式名称は

 

も除外した。共同研究受入額と共同研究受入件数のそれ以外のブランクについては、便宜的に、その前
後の年の平均値をあてた。 

2 この段落に記すように、大学共同利用機関も含まれているが、便宜上「大学」と総称する。 
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学術研究懇談会である。以下、RU11）を構成する 11 大学3は、すべてこの中の XL+のカテゴリーに入
っている。共同研究受入額が減少した大学の割合は、共同研究受入額がこの XL+に次ぐ大きさである、
XL-, L+, L-で大きくなっており、L+を中心に 1 つのピークが形成されているように見える。 

 

4.4 共同研究受入件数の平均値の四分位ならびに八分位による分析 
各大学の、2007 年度から 2017 年度までの共同研究受入件数の平均値を指標として、四分位ならびに

八分位のグループ分けを行い、上と同様な分析を行った。2007 年度と比べた 2010 年度の増減を見る対
象は、あくまでも共同研究受入額である。 

図４(a)は四分位による分析結果を示す。共同研究受入額が減少した大学の割合は、いずれのグループ
でもさほど変わりない。増加した大学の割合は、XL のグループでとりわけ小さくなっている。 

図４(b)は八分位による分析結果を示す。RU11 のうち 1 つの大学は XL-に入っているが、他の 10 大
学はすべて XL+に含まれており、XL+はほぼ RU11 と重なる。共同研究受入額が減少した大学の割合は、
共同研究受入件数がこの XL+に次ぐ大きさである、XL-のグループで大きくなっている。 

 
5. まとめ 
本研究により、リーマン・ショックの前後において、日本の大学が日本の民間企業から受け入れる共

同研究費の金額の変化には、以下のような特徴があることがわかった。 

共同研究受入額が減少した大学の割合は、私立大学よりも国公立大学で大きくなっており、増加した
大学の割合は、私立大学よりも国公立大学で小さくなっている。このことから、リーマン・ショックが
共同研究受入額にもたらした影響は、私立大学よりも国立大学において、比較的大きいものであったと
考えられる。 

共同研究受入額の八分位のグラフ、ならびに共同研究受入件数の八分位のグラフから、経済的ショッ
クによる共同研究受入額への影響は、RU11 に代表されるような研究活動に関してトップ層の大学にと
ってはさほど大きくないようであるが、その次の層の研究規模の大学に、最も深刻な影響を及ぼす可能
性が示唆された。今後、COVID-19 に端を発する経済的ショックが深刻化した状況においては、トップ
層の次に位置する研究規模の大学に対し、企業と大学が共同で新しいプロジェクトを立ち上げる際には
その一部に政府資金を投じるといった一時的なマッチング・ファンドのプログラムを作るなど、政策的
な工夫が求められるところである。 
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図１ 共同研究受入額の推移（116 大学の平均値） 図２ FY2010/FY2007 の共同研究受入額の変化 

（日本の大学が民間企業から受け入れたもの）      （国公私立大学別） 

 単位：千円 

   

図３(a) FY2010/FY2007 の共同研究受入額の変化 図３(b) FY2010/FY2007 の共同研究受入額の変化 

（共同研究受入額の平均値の四分位）       （共同研究受入額の平均値の八分位） 

 

   

図４(a) FY2010/FY2007 の共同研究受入額の変化 図４(b) FY2010/FY2007 の共同研究受入額の変化 

（共同研究受入件数の平均値の四分位）       （共同研究受入件数の平均値の八分位） 
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